
１　総括

（1） 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

注 1 職員手当には退職手当を含みません。

2 職員数は、平成22年4月1日現在の人数です。

3 「類似団体平均一人当たり給与費」とは、人口規模、産業構造が類似している団体の給与費を単純平均したものです。

(3) 特記事項

①平成19年7月1日から平成24年3月31日までの間、町長の給料月額について、10%の減額を行っております。

②平成23年7月1日から平成24年3月31日までの間、副町長・教育長の給料月額について、10%の減額を行っております。
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芳賀町職員の給与・定員管理等について
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③平成21年4月1日から平成24年3月31日までの間、管理職手当の2%減額を行っております。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

注 1
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ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

99.699.7

平成１９年

99.3

98.3 97.9

94.8

97.3

94.3 94.9

96.8

94.7

97.2 97.5

94.594.7

99.3

99.7 99.2 

96.8 

94.8 

101.3 

99.8 

97.9 

94.7 

85 

90 

95 

100 

105 

芳賀町 県平均 県内町平均 類似団体

H18 H23 H18 H23 H18 H23 H18 H23

2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。



２　一般行政職給料表の状況　（平成２３年４月１日現在）

注 給料月額は、給与抑制措置を行う前のものです。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 （平成２３年４月１日現在）

　　　①一般行政職

歳

歳

歳

歳

　　　②税務職

１級 ２級 ３級 ４級 ５級

320,600 366,200

402,500 424,600 458,400

（単位：円）

６級 ７級
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　　　③看護・保健職

歳

歳

歳

歳

　　　④福祉職

歳

歳

歳

歳 百円
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百円

平均給料月額

国

区分 平均年齢
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　　　⑤技能労務職

注 1 「平均給料月額」とは、平成２３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当、管理職手当など
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の諸手当の額を合計したもので、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　

3 「平均給与月額（国ベース）」とは、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等

が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

4  民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。 （平成20年～平成22年3ヵ年平均）

5  技能労務職と民間の職種の比較にあたり、年齢・業務内容・雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

6  年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度

に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

(2) 職員の初任給の状況 （平成２３年４月１日現在）

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 （平成２３年４月１日現在）
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-
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４　一般行政職の級別職員数等の状況

(1) 一般行政職の級別職員数の状況 （平成２３年４月１日現在）

人 人 人 人 人 人 人 人

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

42職 員 数 8

16.9

24

5.6 29.6

６級 ７級５級 計

20.4

29

課長補佐
（選　　考）
係　　長

（選　　考）

142

7.0

課　　長
（選　　考）

100

課　　長
（選　　考）
課長補佐
（選　　考）

20

主任主査
主　　  査

主　 事

14.1

４級１級 ２級区　　分 ３級

6.3

9

主　 事
主事補
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構 成 比

係　　長
（選　　考）
主任主査

10
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4級

5級
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注 1 芳賀町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

3 平成18年度に8級制から7級制に変更しています。

(２) 昇給への勤務成績の反映状況

１．勤務成績の評定の実施状況

　　地方公務員法第40条の規定に基づき、全職員に対して勤務成績の評定を実施しました。

２．昇給への勤務成績の反映状況

　　上記１の評定結果を参考にして、良好でない職員の昇給区分を０号としました。

5級平成17年度以前 1級 2級 3級

3級2級

8級

6級

6級 7級

平成18年度から

4級

7級5級4級1級

0%

10%

20%

H23構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

1級

2級

1級

2級

1級

2級



５　職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（２２年度支給割合） （２２年度支給割合） （２２年度支給割合）

月分

月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 ・役職加算 ・役職加算

・管理職加算 ・管理職加算 ・管理職加算

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況

１．勤務成績の評定の実施状況

　　地方公務員法第40条の規定に基づき、全職員に対して勤務成績の評定を実施しました。

２．勤勉手当への勤務成績の反映状況

　　管理職員（課長・課長補佐）の12月勤勉手当について、勤務成績の反映を行いました。

　　上記以外の勤勉手当については、一律の支給を行いました。

2.60

５～１５％

芳賀町 栃木県

1,611

１人当たり平均支給額（２２年度）

1.35 月分1.35

2.20

　期末手当

1.75

月分

　期末手当

国

一般職

　勤勉手当

　１５％

一般職 2.60

１人当たり平均支給額（２２年度）

月分

５～２０％

１０～２５％

月分一般職 2.60 1.35

５～２０％

１５～２２％

　期末手当 　勤勉手当

－

　勤勉手当

1,411

課長職

(2) 退職手当 （平成２３年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

（２％～２０％加算） （２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　 千円 千円

注 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

(3) 特殊勤務手当 （平成２３年４月１日現在）

支給実績 （平成２２年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額 （平成２２年度決算） 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合 （平成２２年度決算） 　％

手当の種類（手当数） 手当2

従事した日1日につき　1,000円

行旅死人取扱従事職員の
特殊勤務手当

感染症の発生予防、まん
延防止作業従事職員の特
殊勤務手当

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

左記職員に対する支給単価手当の名称

23.50

59.28 59.28

28,179

59.28

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定年

47.5059.28

芳賀町

47.50

30.55

301

****

行旅死亡人の埋葬処理作業に従事した職員に対し支給する。 行旅死亡人1回につき　3,000円

33.50 41.34

国

23.50

主な支給対象職員及び支給対象業務

9,106

41.3433.50

30.55

59.28

59.28

18

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
(平成10年法律第114号)第27条第2項、第28条第2項、第29条
第2項、第31条第2項に規定する感染症の発生予防、まん延防
止のための消毒、駆除、生活用水の供給作業に従事したときに
支給する。



(4) 時間外勤務手当

支給実績 （平成２２年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額 （平成２２年度決算） 千円

支給実績 （平成２１年度決算） 千円

職員１人当たり平均支給年額 （平成２１年度決算） 千円

(5) その他の手当 （平成２３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

千円 円

千円 円

円住居手当

自己所有する住宅（平成21年12月より廃止） 異 年数区分

同借家の場合27,000円を上限（家賃12,000円超の場合）

3,343
-

同

支給職員１人当たり支 給 実 績

（ ２ ２ 年 度 決 算 ）

188

21,078

22,299

国の制度

6,500

257,154

15,621

同

(4)　満22歳に達する日以後の最初の3月31日まで
の間にある弟妹

との異同

扶養手当

距離により、3,000円～16,500円

6,500

(5)　重度心身障害者

管理職手当

円

13,000

千円

幹事課長　55,200円　課長職　45,200円　課長補佐職　33,500円
＊平成21年度から、各管理職手当を2%減額し支給中

-

異

千円

上記(1)～(5)のうち、配偶者がない場合にあって
は、そのうち１人

(2)　満22歳に達する日以後の最初の3月31日まで
の間にある子及び孫

471,52816,975

6,500(3)　満60歳以上の父母及び祖父母

内容及び支給単価

通勤手当

(1)配偶者

手　当　名

国の制度

内 容

と 異 な る

-

78,20711,340

（ ２ ２ 年 度 決 算 ）

226,391

距離区分

194

6,500

11,000

平 均 支 給 年 額

千円 円

千円 円

６　特別職の報酬等の状況　（平成２３年４月１日現在）

円） 円 円 ／ 円

円） 円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

期
末
手
当

副 議 長

740,000

　　（平成22年度支給割合）

2.95

議 長

副 町 長

副 議 長

月分

同

666,000

 （支給時期）　　（算定方式）

議 長

退
職
手
当 副 町 長  任期ごとに支給

区　　　分

管理職特別勤務手当

同

給料月額等

議 員

280,000

250,000

勤務１回につき、課長職　6,000円　課長補佐職　5,000円

　　（平成22年度支給割合）

2.95

議 員

月分

2.95 月分

2.95

　給料月額×勤続月数×０．４２

　給料月額×勤続月数×０．２５

 任期ごとに支給

月分

2.95

町 長

報
酬

町 長

副 町 長 （減額前 600,000 664,000 499,000

540,400

週休日等における日直勤務に対し4,200円　（年末年始8,400円）

町 長

宿日直手当

給
料

600,000

（参考）類似団体における最高/最低額

（減額前 802,000

月分

9,106

525 4,412

- 301

-

250,000 180,000

340,000 340,000 243,000

280,000 209,000



７　職員数の状況

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由 （各年４月１日現在）

部 門

0 0 0

3 △ 1 0

0 0 △ 1

0 0 0

0 1 0

1 △ 1 2

3 △ 1 △ 4

1 0 0

8 2 △ 4

△ 6 2 △ 2

減　　　員

・震災対応のため課長補佐が「課
長事務取扱兼」であったため（△１）

増　　　員

・電算システム管理人員の充実（１）
・施設管理人員の充実（１）

・嘱託職員で対応していた育休者
欠員について正職員を配置（１）

平成２３年

・育児休業終了（△１）
・震災対応のため課長補佐が「課
長事務取扱兼」であったため（△１）

土　木

124

一
　
般
　
行
　
政

126

13

民　生

税　務

36

5

12

34

12

5

37

3

10

12

小　計

3

35

14

平成２３年

36

10

総　務

平成２２年

議　会

商　工

3

11

4

H２２～H２３主な増減理由対前年増減数（人）

平成２１年

区分 職　員　数（人）

121

36

平成２１年

特
別
行

教　育 34

衛　生 10

農　水

平成２２年

11

15

34

30

10

・退職者不補充（△２）
・保育園２園を民間委託（△３）

・震災対応のため課長補佐が「課
長事務取扱兼」であったため（△１）

・地籍調査に係る係の新設（２）
・道路整備人員の充実（１）

△ 6 2 △ 2

0 0 0

0 1 1

0 1 2

2 1 3

注 職員数には教育長が含まれていますが、派遣職員、臨時職員、非常勤職員を除いてます。

(2) 職員採用の状況

注 選考採用は、職務の特殊性等により競争試験が馴染まないため選考により採用された者です。

0

5

平成２３年

10

0

168

2

5

3

11

36 34

13

平成１８年

10

3

0

0

0

4

0

2 10

0

2

9

2

1

5

総　合　計 170

8その他

平成２２年平成１９年

行
政

区　分

公
営
企
業
等

34小　計

下水道

小計

選　考
（一般行政職）

総　計

選　考
（単純労務職）

5

0

0

171

10

競争試験
（一般行政職）

5

00

5

平成２０年 平成２１年



(3) 職員の退職の状況

(4) 年齢別職員構成の状況 （平成２３年４月１日現在）

人

59歳 以上

25

60歳

0 16724

人

～

人

0

計

56歳

10

8

3219 1211

28歳

35歳

8

12

0

39歳

20歳

23歳 27歳

総　計 9

0

区　分

0

普通退職
（単純労務職）

職員数
人 人人

180 4

31歳

～ ～

20歳 24歳

5 3

平成１８年

2

人人 人

43歳

3

11

平成２１年

～

人

未満

人

1 3

36歳

1

3

～～

32歳

～

40歳

1

1

3

平成２２年

0

平成１９年 平成２０年

3

51歳

～

44歳

55歳47歳

52歳

～

人

0

48歳
～

定年退職
（一般行政職）

区　分

定年退職
（単純労務職）

人

1

1

勧奨退職
（単純労務職）

1

0

2

0

勧奨退職
（一般行政職）

0

0

0

5

普通退職
（一般行政職）

0

0

3

25

5年前の構

注 この表における職員数は、教育長を除いた一般職員数です。

(５) 職員数の推移

（ ％）

（ ％）

（ ％）

（ ％）

一般行政 126 122

教　　育

公営企業等会計 11 11

（単位：人・％）

　　　　　　  年　度

  部門別
平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

過去５年間の
増減数（率）

-0.04

40 40 40 34 36 34 △ 6 -0.15

118

△ 9

10 10 11 13

△ 5126 124 121

-0.05

2 0.18

総合計 177 173 168 170 171 168

0

5

10

15

20

2
0
歳
未
満

2
0
～
2
3

2
4
-
2
7

2
8
-
3
1

3
2
-
3
5

3
6
-
3
9

4
0
-
4
3

4
4
-
4
7

4
8
-
5
1

5
2
-
5
5

5
6
-
5
9

6
0
歳
以
上

5年前の構

成比

構成比

注 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数です。


